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一．事実の概要
原審であるコプレンツ地方裁判所の認定した事実によれば、被告人は、
2002 年から 2005 年まで、ドイツ以外の EU圏の諸国に所在する (しかし、
部分的には単に倉庫を有していたに過ぎない) 複数の会社の代表取締役社
長として、ドイツの農家とワイン醸造業者に農薬を納入していた。荷受人







審は、2005 年の 10 月または 11 月にルクセンブルクの税務調査官による
聴き取り調査までは被告人が行った取引には売上税が課されないというこ
とを被告人が出発点としていたという心証を形成していた。したがって、
原審は、―― 2件に関しては刑事訴訟法 154 条 2 項に基づいて訴訟手続を
打ち切る部分調整をした後で――、2005 年度の売上税の申告を義務に違
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( 1 ) Abgabenordnung (AO) は、租税全般に関する規定であることから、本
稿では、「租税通則法」と訳する。このかぎりで、「関税法」とした従来の訳
語 (わたしの「諜報員による『たばこ』の許されない輸入――ドイツ関税法



















法 378 条) について責任があったのかどうかを検討しなかったという点
では、第一審には問題がある。このことは無罪を妨げるであろう。
BGH, Urt. v. 8. 9. 2011-1 StR 38/11 (LG Koblenz)
NStZ 2012, S. 160. (=wistra 2011, S. 465. ; NZWiSt 2012, S. 71. ; ZWH 2012,
S. 153. ; BGHR StGB § 16 Abs 1 Umstand 5.)












２ 1．2010 年 1 月 6日付の、公判を許容する起訴状を変更することなし
に、検察官は、被告人に対して、ルクセンブルク、ベルギー、フランス、


























５ 地方裁判所は、2005 年 10 月または 11 月のルクセンブルクの税務当
局による聴き取り調査までは、被告人が、彼の行った取引には売上税が
課されないということを出発点としていたという心証を形成していた
(UA S. 10)。それゆえ、被告人には、―― 2つの事件に関して刑事訴訟






を言い渡した (起訴状記載の 4 と 14、そして 17 の各事例)。被告人は





























則に違反しているという場合である (st. Rspr. ; vgl. nur BGH, Urteile
vom 16. Dezember 2009-1 StR 491 / 09 Rn. 18, HFR 2010, 866 ; vom 11.
September 2007-5 StR 213 / 07, wistra 2008, 22, 24 ; vom 6. September























ならば、ドイツの税率に比して、 3 %から 12%という部分的に明らか
















価のなかで考察されていなければならない (vgl. BGH, Urteile vom 6.
September 2006-5 StR 156/06, wistra 2007, 18, 19 und vom 22. August




いなかったからである (vgl. BGH, Urteil vom 10. Dezember 1986-3 StR














ポーランドで倉庫を一切保有しておらず (UA S. 4, 38)、顧客自身が注
文の際にポーランドへの接触をもたないにもかかわらず (UA S. 32)、
被告人は、彼のポーランドの会社の納入も売上税率 3 %の顧客が受け
取りに行く取引 (Abholgeschäfte) として申告した (UA S. 9 f.)。虚偽
の会計報告書の提出という判決理由の事例 15 に該当する第一次的な事
情は、2002 年から 2004 年までに該当する罪責 (Tatvorwürfe) に関す
る故意の問題にとっても重要な意義があった。
16 b) 一部無罪は、地方裁判所が被告人の態度は少なくとも軽率な租税
の削減という過料の構成要件 (租税通則法 378 条) を実現していたか
どうか検討していなかったという理由からも維持することはできない。
租税通則法 378 条は、受け皿構成要件として、実現される (BGH,
Beschluss vom 13. Januar 1988-3 StR 450/87, BGHR AO § 378
Leichtfertigkeit 1 ; BGH, Urteil vom 23. Februar 2000-5 StR 570/99, NStZ
2000, 320, 321 ; BGH, Urteil vom 16. Dezember 2009-1 StR 491/09 Rn. 39












されるべきである (vgl. BFH, Urteil vom 19. Februar 2009-Ⅱ R 49/07
mwN, BFHE 225, 1)。疑わしい場合には、商人は、専門家のアドバイ
スを受けなければならない (vgl. dazu auch Joecks in Franzen/Gast/
Joecks, Steuerstrafrecht, 7.Aufl., § 378 AO Rn. 39mwN)。このことは、
とりわけ、商人がある商取引の納税義務の可能性を認識し、商取引の形
態を変更することによって納税義務を回避しようと試みている場合に妥
当する (zu den Erkundigungspflichten vgl. auch Sahan in Graf/Jäger/
Wittig, Wirtschafts- und Steuerstrafrecht, § 378 AO Rn. 28 ff.)。さらに、
納税者には、課税手続のなかで完全に本当の事実を打ち明けて未解決の
法律問題を明らかにすることが原則として可能であり、期待することが
できる (vgl. BVerfG-Kammer-Beschlüsse vom 16. Juni 2011-2 BvR
542/09 und vom 29. April 2010-2 BvR 871/04, 2 BvR 414/08, wistra 2010,

















減するつもりでもあったということが含まれる (vgl. BGH, Urteil vom
13. November 1953-5 StR 342/53, BGHSt 5, 90, 91 f. ; BGH, Urteil vom 5.
März 1986-2 StR 666/85, wistra 1986, 174 ; BGH, Urteil vom 16.
Dezember 2009-1 StR 491/09 Rn. 37, HFR 2010, 866 ; BGHR AO§ 370





BGH, Urteil vom 16. Dezember 2009-1 StR 491/09 Rn. 37, HFR 2010,
866 ; zu strenge Anforderungen OLG München, Beschluss vom 15.
Februar 2011-4 St RR 167/10 mit Anm. Roth, StRR 2011, 235)。
22 2．納税者が租税債権は生じていないと誤認していたならば、判例に






錯誤 (刑法 17 条) が存在するのかということは、最近の文献で、部分
的に問題提起がなされている (vgl. Allgayer in Graf/Jäger/Wittig,
380 (477)
Wirtschafts- und Steuerstrafrecht, § 369 AO Rn. 28 mwN ; vgl. zum
Irrtum über die Arbeitgebereigenschaft in § 266 a StGB auch BGH,






























































には意義が与えられるべきであろう (UA S. 13)。
注
( 2 ) ドイツ刑事訴訟法 154 条は、重要でない余罪についてのルールを規定し、
別の罪のためにすでに確定判決により言い渡されたか、言い渡される見込み
がある刑罰で十分であると考えられるときには、重要でない余罪は公訴を提












それ以前の 12 の事件については、租税通則法 370 条に基づく売上税の租





















ある」とし、2009年 12 月 16日の連邦通常裁判所第一刑事部判決を参照
し、租税債権の確定的な認識に基づく根拠も程度も、租税逋脱罪の故意の















































































































































































































































































































































































25 年 3 月 15日頃から昭和 27 年 5 月 28日頃までの間、物品税課税物品で
ある遊戯具ブランコ 67台、歩行器 2,857台、押車 765台、トラック 854
台を製造したことが、物品税法 18 条 1 項 1 号の無申告製造罪に問われた
事案である。
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四．おわりに
本判決は、多くの判例評釈がなされていることからも注目されるもので
あった。とりわけ、租税刑法における未必の故意とその認定にかかわる判
断が、わが国でも参考とされるべきものとなろう。
これまで本判決には、学者、裁判官、検察官、弁護士のいずれからも判
例評釈がなされ、とりわけドゥットゲとヴルフからはかなり厳しい批判も
出されている。しかし、本件は、被告人が、ドイツ国内における高い売上
税の課税を免れるために、これまでのビジネス展開を変更して、「手の込
んだ欺罔のシステム」とも評価されるような法的に複雑な状況をみずから
作り出し、そのことについて税理士などの専門家の法的な助言も受けるこ
となく、ドイツよりも低い税率のEU圏の国で納税し、ルクセンブルクの
税務調査官からの指摘がなされて以降もそのシステムを維持したという事
案であった。このような状況の下で、被告人がドイツで課税される可能性
がないと信じていたとは実際には考えがたく、未必の故意が認められると
した本判決にはそれなりに理由があるように思われる。ドゥットゲやシュ
タインバークがいうように、法的な助言を聞くべきであったのに聞かな
かったということ自体は、たしかに故意というより過失の態度というべき
ものである。しかし、上述したように、本件事実関係の下では、税法の専
門家ではない行為者としては租税逋脱罪が成立する可能性もありうると認
識していたはずであり、真摯に租税逋脱の結果を回避するつもりであるに
もかかわらず、法的な助言を聞いていなかったとすれば、かなり不自然で
あったとはいえるように思われる。
また、租税の基礎事実に関する錯誤と区別して、租税規範の内容やその
適用範囲についての錯誤をいかなる錯誤として扱うべきなのかという問題
は、本判決では未必の故意が認められるという理由で、残念ながら、問題
点の指摘にとどまっており、今後のドイツ連邦通常裁判所の判断が待たれ
る。
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